建物所有者様
先日は、意見書の提出にご協力いただき、ありがとうございました。
さて、愛知県では耐震診断結果の報告を義務付けする「防災上重要な建築物」として次の建築物を平成２７年７月３１日付けで指定しました。
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先の意見書では、対象建築物を所有しているかどうかお伺いしました。
今回は所有している建築物を特定させていただきたいと考えています。
そこで、次の手順であなたが所有する建築物をチェックしていただき、該当の有無及び該当する場合は建物名称並びに補助制度の利用意向につきまして、回答用紙にご記入のうえ、返信をお願いいたします。
なお、今回回答いただいた内容をもって、耐震診断義務化建築物として取り扱いをさせていただく予定です。
手順１　対象となる建築物の有無を確認してください。
イ　 □昭和56年5月31日以前に新築の工事に着手されている。
ロ　 □今年の12月31日までに耐震診断結果の報告が必要な建築物ではない。
ハ-1 □指定避難所内にあり、地震の際に被災した住民が滞在することとなる建築物である。
ハ-2 □災害拠点病院または病院群輪番制参加病院内にあり、診療機能を有する建築物である。
イ、ロ、ハ-1又はイ、ロ、ハ-2の全てに該当する建築物が対象となります。
　イからハ－２の記入にあたっては、次を参考にしてご記入ください。
イ　：建築基準法の確認済証の交付日等で判断してください。
ロ　：例えば、病院の用途の建築物で、イに該当する階数3以上かつ延べ面積5,000㎡以上のものは、今年の12月31日までに耐震診断結果を報告する必要があるため、今回の対象にはなりません。
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★第一希望に①、第二希望に②を記載してください。

都合の良い日が三日以上ある場合は、③、④と記載してください。

ハ-1：例えば、小学校が指定避難所に指定されているが、被災した住民を受入れるのは体育館である場合は、体育館がイ、ロに該当しているかを判断していただき、該当している場合は対象となります。逆に被災した住民を受入れることを想定していない建築物は対象となりません。なお、建築物の規模は問いません。
　　　
ハ-2：病院内に複数の建築物があり、それぞれが診療機能を有している場合は建築物ごとにイ、ロに該当しているかを判断してください。
　　　　　「診療機能」の定義はありませんが、例えば厚生労働省が「病院の耐震改修状況調査の結果」を報道発表する中で「災害拠点病院については、平成24年3月21日に指定要件の見直しを行い、経過期間を設けながら、診療機能を有する施設の耐震化を義務付け。」とあります。この場合に使われる診療機能の有無を参考に、病院ごとに判断をお願いします。なお、建築物の規模は問いません。
　　　
手順２　該当する建築物の建物名称をお知らせください。
　　　　　　➣ご報告いただいた耐震診断結果は平成31年度以降に愛知県のHP等で公表いたします。
　　　　➣公表の内容は①建物所在地、②建物名称、③耐震診断結果となる予定です。
➣どの建築物の耐震診断結果であるかを明確にするために、○○小学校体育館、◇◇病院本館など建築物の名称をお知らせください。
　施設内に対象建築物が1棟のみの場合は施設名（○○小学校、□□病院など）をお知らせください。
手順３　耐震診断費補助制度の利用についてお知らせください。
　➣今回の耐震診断結果の報告の義務化にあたり、対象が民間建築物である場合は耐震診断費の補助が受けられます。
この補助は国、県、市町の協調補助となるため、所在する市町に補助制度を整備していただく必要があります。そのため、補助の利用についての意向を再度伺います。
➣利用の意向がある施設には担当者が直接伺いますので、ご都合のよい日を　ご記入ください。次の設問の回答欄に記載をお願いします。
その他　担当者が直接ご説明に伺います。
　➣耐震診断義務化に際し、担当者が直接伺ってご説明しますので、必要な場合は、ご都合のよい日程を選択し、ご記入ください。 

　
なお、この内容の電子データは愛知県建設部住宅計画課のHPからダウンロードしていただけます。
http://www.pref.aichi.jp/0000085095.html


ご回答者様所属、氏名、連絡先をご記入ください。
所属・氏名  :                                                
連絡先（電話・Email）:                                       
手順１　
○対象となる建築物の有無　　　　※次の□に☑をご記入ください
対象となる建築物は　　□ある　⇒手順２、３にお進みください。
　　　　　　　　　　　　□ない　⇒終了です。
手順２
○対象となる建築物の建物名称または施設名称をご記入ください。
建物名称または施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
手順３
○補助制度の利用意向　　　　※次の□に☑をご記入ください
補助制度を利用する意向が　□ある　⇒説明に伺いますので下欄にご都合をご記入ください。
　　　　　　　　　　　　　　□ない　⇒以上で終了です。
その他
○担当者による説明について　　　　　※次の□に☑をご記入ください
　□直接話が聞きたい　⇒下欄にご都合をご記入ください。
　　　□特に聞きたいことはない　⇒以上で終了です。

　
その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
★上の日程では不可の場合や、質問したい内容が決まっている場合は記載してださい。日程については、なるべく候補を複数挙げていただきますよう、お願いします。
記入が終わりましたら、返信用封筒にてご返信をお願いいたします。
上記のほか、ご不明な点は下記にお問い合わせくさだい。
愛知県建設部建築局住宅計画課防災まちづくりグループ
担当 ：林、松浦
電話 ：052-954-6549（直通）　Email : jutakukeikaku@pref.aichi.lg.jp
○対象となる建築物


■愛知県地域防災計画附属資料に記載された指定避難所で被災した住民が滞在することとなる建築物


■愛知県地域防災計画附属資料に記載された災害拠点病院及び愛知県医療圏保健医療計画別表に記載された病院群輪番制参加病院で診療機能を有する建築物
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質問は以上です。別紙に回答をお願いします。
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回答用








